
１ 長野県景観育成計画の見直しに至った経緯

・景観行政団体※への移行が進行（県内29市町村が景観行政団体へ移行）

➢多様な主体と連携し景観を磨き上げ、エリアの価値を高める必要がある

■長野県景観育成計画見直しの概要

２ 長野県景観育成ビジョンの策定

① 良好な眺望景観を保全するために広域景観アセスメント制度を創設

⇒広域景観エリア協議会において、特別眺望点（広域景観を有するビューポイント）を指定

⇒特別眺望点の眺望範囲内で行われる行為に対し景観への影響度合いを可視化
⇒重点地域では地域の特性を伸長するため、積極的な景観誘導施策を展開

景観行政団体区域図

３ 長野県景観育成ビジョンに基づいた市町村と県の協働による景観育成の取組

（木曽・松本） （諏訪）

・市町村と県が景観育成の方向性を共有し連携

・広域景観エリア※の設定により地域の個性を反映し景観育成

第１回意見交換会 第２回意見交換会

Ｒ6.7.26～8.9 Ｒ７.1.20～2.7

• 地域で大切にしたい景観を市町村と県で共有しビジョン策定に反映

• ビジョン策定後にエリアごとの協議会の設立を目指し、景観育成の取組を意見交換

意見交換会を踏まえた取組イメージ

• 安曇野の屋敷林の持続可能な支援制度の創設

• 諏訪湖周辺のサイン整備に向けた検討支援

• まちなみ修景に向けた無電柱化の支援制度創設

• リニア新駅につながる統一サインの検討支援

高社山麓・千曲川下流域
景観育成重点地域

国道147号・148号沿道
景観育成重点地域

浅間山麓
景観育成重点地域

八ヶ岳山麓
景観育成重点地域

小谷村

浅間山麓
景観育成重点地域

八ヶ岳山麓
景観育成重点地域

国道147号・148号沿道
景観育成重点地域

高社山麓・千曲川下流域
景観育成重点地域

大町・安曇野

木曽地域

飯田地域

諏訪地域

白馬バレー

広域景観エリアごとに全市町村と意見交換会を実施
複数市町村で広域的な景観育成を行う必要のあるイメージ例

➢景観行政団体の連携した景観育成の視点が弱く、広域的な景観育成が課題

・少子高齢化の進行やインバウンド需要の高まりによる社会状況の大きな変化

※重点地域：優れた景観特性を有しており、県の「景観の顔」となるエリア。届出基準を一般地域よりもきめ細かく規定

② 重点的に広域景観の育成に取組む重点地域※の指定

※広域景観エリア：県内を広域景観特性により１２区域に分類

既存重点地域（４地域）は平成初期に指定、その後見直し・追加無

※景観行政団体：景観法に基づく権限を有し、法に基づく施策を主体的に実施することができる行政団体
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A市

B市

B市からのビューポイント（特別眺望点）

計画建物（アセス対象）

特別眺望点

松川村安曇野市

池田町

特別眺望点の選定イメージ

資料１

例：地域を代表する湖への眺め（広域景観を構成する要素）

例：地域を代表する山々への眺め（広域景観を構成する要素）

広域的な視点から景観調整を行う必要性のある部分
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４ 広域景観エリア協議会を活用した広域景観調整による広域景観アセスメント制度

広域景観ｴﾘｱ協議会における意見集約計画書
作成・提出

（仮）長野県景観評価委員会

広域景観エリア毎に広域景観エリア協議会を設置
→広域景観アセスメント制度の運用や特別眺望点の指定検討を行い市町村と県が連携し景観行政を運用

広域景観ｴﾘｱ協議会（現地調査・候補地決定） 長野県・景観行政団体市町村の景観審議会意見照会 広域景観ｴﾘｱ協議会にて決定

ステップ１：特別眺望点の指定

ステップ２：景観アセスのフロー

回答書
作成

意見書

広域景観エリア協議会の役割 広域景観アセスメントの手続き概要

時 期：行為着手の6か月前に計画書を提出（評価を実施）

対象行為：広域景観育成上支障のある行為

内 容：特別眺望点からの適用範囲内において対象行為を行う場合

説明会実施、完成予想図の作成、広域景観育成基準への適合性審査

関係市町村への意見照会及び指導（広域景観エリア協議会）

情報公開：計画書（図面等）、説明会結果、意見に対する回答内容を公開

罰 則：手続き違反の場合、事業者名を公表

市町村より候補地推薦

審査
（適合性判断）

結果公表

市町村と県が広域景観の協議・調整の場として機能

市町村の役割 長野県の役割

協議・調整
・関係機関の意見集約、計画書審査

・協議会運営、専門家招聘

・景観アセス制度運用

・特別眺望点維持保全の支援

・特別眺望点の候補地の選定

・特別眺望点の維持保全

・関係者の意見取りまとめ

（住民、関係課）

【飯田広域景観エリア】

【諏訪広域景観エリア】

【木曽広域景観エリア】

【大町・安曇野、白馬バレー広域景観エリア】

リニア長野県駅の建設が進められており、駅を基点に周
辺市町村と連携した景観育成が必要

湖周の統一感を持った景観誘導が行われておらず、湖と
周辺の景観が調和した景観育成が必要

観光、歴史、文化など共通項要素多数、景観行政団体市
町村が存在せず先導的な景観育成が必要

観光や松糸道路整備など景観への対応。県指定の重点地
域は土地利用と乖離し再定義が必要

・広域景観エリア（12地域）ごとに重点地域指定を目指す
・市町村との意見交換会を踏まえ想定エリアを抽出
・景観法の取組が弱いエリアや大規模な公共整備が予定さ
れているエリアを先行して重点地域化を目指す

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

長野県景観育成ビジョン

景観計画改正
長野県景観条例改正
（景観アセスメントの制度）

● 都市計画審議会

▲ 専門委員会

■ 景観審議会

条例改正案作成 11月議会関係団体説明制度案検討、景観計画修正検討

パブコメ

素々案（検討反映）

素案（修正反映）

パブコメ

庁内調整 市町村説明・意見照会

５ 重点地域設定を進めるエリアの考え方

６ 令和7年度スケジュール

▲専門委員会
検討内容審議

●都計審
検討状況報告

▲専門委員会
答申案の確認

■景観審議会
専門委より答申

■景観審議会
検討内容審議

●都計審
意見照会

●都計審
意見照会

■景観審議会
重点地域指定
特別眺望点指定

公布

公布

事業者 協議会 市町村

計画に対する住民からの意見集約

住民
説明会

■長野県景観育成計画見直しの概要


